
超少子高齢社会に対応したまちづくり
～埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進～
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環境部 エネルギー環境課
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環境部の紹介

環境部では、環境への負荷が少なく持続的に発展
できる社会の構築を目指し、安心・安全な「循環
型社会」、生物の多様性に富んだ「自然共生社
会」、エネルギー消費の少ない「低炭素社会」の
実現に向けた取り組みを行っています。

構 成 課 所

活躍している職種

主 な 業 務

（本庁）
環境政策課 温暖化対策課 エネルギー環境課
大気環境課 水環境課 産業廃棄物指導課
資源循環推進課 みどり自然課
（地域機関）
県内７か所の環境管理事務所
環境科学国際センター 環境整備センター

一般行政職／化学職

 サーキュラーエコノミーの推進
 ネイチャーポジティブの推進
 工場・事業場のばい煙、粉じん、石綿等の対策
 水質汚濁防止、騒音規制、振動規制 etc...
に関する事務などを行っています！

※画像は「埼玉県ホームページ」、「令和４年度埼玉県環境白書」から引用
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エネルギー環境課の紹介

エネルギー企画担当
• 埼玉版スーパー・シティプロジェクトに関すること

創エネルギー推進担当
• 再生可能エネルギーの普及に関すること
• 水素エネルギーの普及に関すること
• 分散型エネルギーの普及に関すること

住宅等省エネルギー推進担当
• 総務事務に関すること
• 家庭における省エネ・再エネ活用設備の導入支援に関すること
• 住宅用太陽光発電の普及に関すること
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埼玉県５か年計画における位置付け

〇県政運営の基礎となる計画

〇目指すべき将来像と今後取り組むべき
施策を明らかにしたもの

〇計画期間は令和４年度（２０２２年度）
から令和８年度（２０２６年度）までの
５か年
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埼玉県５か年計画における位置付け
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埼玉県５か年計画における位置付け
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埼玉版スーパー・シティプロジェクトとは

コンパクト（必要な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点

を構築）、スマート（新たな技術の活用などによる先進的

な共助の実現）、レジリエント（誰もが暮らし続けられる

持続可能な地域を形成）の要素を踏まえたまちづくりを市

町村や民間企業等と共に取り組むもの

「埼玉県５か年計画」より

コンパクト（必要な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点

を構築）、スマート（新たな技術の活用などによる先進的

な共助の実現）、レジリエント（誰もが暮らし続けられる

持続可能な地域を形成）の要素を踏まえたまちづくりを市

町村や民間企業等と共に取り組むもの
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国における都市計画の最近の動向

○医療・福祉・商業等の生活
サービスの維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮小・
サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える機能の低下

○地域の産業の停滞、企業の撤退
○中心市街地の衰退、
低未利用地や空き店舗の増加

○社会保障費の増加
○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

都市が抱える課題

 生活サービス機能の維持
 生活サービス施設へのアクセス確保など利用

環境の向上
 高齢者の社会参画

 サービス産業の生産性向上、投資誘発
 外出機会・滞在時間の増加による消費拡大

 インフラの維持管理の合理化
 行政サービスの効率化
 地価の維持・固定資産税収の確保
 健康増進による社会保障費の抑制

コンパクトシティ
生活サービス機能と居住を集約・

誘導し、人口を集積

まちづくりと連携した公共交通ネット
ワークの再構築

＋
ネットワーク

 エネルギーの効率的利用
 ＣＯ２排出量の削減

中心拠点や生活拠点が
利便性の高い公共交通で結ばれた
多極ネットワーク型コンパクトシティ

高齢者や子育て世代が安心・快適に生活
できる都市環境

ビジネス環境の維持・向上により
地域の「稼ぐ力」に寄与

財政面でも持続可能な都市経営

低炭素型の都市構造の実現

○ 人口減少・高齢者の増加
○ 拡散した市街地

都市を取り巻く状況
生活利便性の維持・向上等

地域経済の活性化

行政コストの削減等

地球環境への負荷の低減

コンパクトシティ化による効果の例

➢ 必要な機能の誘導・集約に向けた市町村の取組を推進するため、計画の作成・実施を予算措置等で
支援（立地適正化計画、地域公共交通計画）
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人口減少
約734万人（2020）⇒ 約672万人（2040）

後期高齢者の増加
13.5%（2020） ⇒ 18.5%（2040）

少子化や急速な高齢化に伴う本格的な人口減少社会が到来

持続可能でコンパクトなまちづくりを進め、日本一暮らしやすい埼玉県へ

出典：2020年は「国勢調査」、2040年は社人研「日本の地域別将来推計人口」（2018年推計） 出典：2020年は「国勢調査」、2040年は社人研「日本の地域別将来推計人口」（2018年推計）

≪人口増減率（2020年→2040年）≫ ≪後期高齢者の割合（2040年）≫
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埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進

8

都市機能の
低下

地域経済の
衰退

厳しい
財政運営

インフラ更新が
困難

災害の
激甚化・頻発化
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埼玉版スーパー・シティプロジェクトの背景

立地適正化計画の作成をはじめとするコンパクトなまちづくりの取組は、

平成２６年の改正法施行後５年を経過するが、厳しい財政事情

や人材・ノウハウの不足等を背景として、全ての地域で進んでいるとは

言い難いのが現状である。

令和３年３月策定「埼玉版スーパー・シティプロジェクトの基本的な考え方（骨格）」より
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埼玉版スーパー・シティプロジェクトのコンセプト

10

超少子高齢社会を見据え、県内各地の特性を生かし、県民一人一人が支え合って日常生活を心豊かで
安心・快適に暮らせる持続可能なまちをつくり、「日本一暮らしやすい埼玉県」の実現に資する。

必要な機能が集積し
ゆとりある“魅力的な拠点”を構築

【コンパクト】

誰もが安心して暮らし続けられる
“持続可能な地域”を形成

【レジリエント】

新たな技術の活用などによる
“先進的な共助”を実現

【スマート】

「日本一暮らしやすい埼玉県」の実現
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埼玉版スーパー・シティプロジェクトのコンセプト

コンパクト

スマート

レジリエント

・生活利便性を高めるMaaSやデマンド交通の
提供

・オンライン診療を活用した医療支援
・自動配送ロボットやドローンによる配送支援

【取組例】

【取組例】

・医療、福祉、交流等の複合拠点を整備し、
歩いて暮らせるまちづくりを促進

・空き公共施設や空き家を活用した地域の
交流拠点の整備運営

・再生可能エネルギーの導入や蓄電池の活用等、
災害時でもエネルギーが途絶えない仕組みの構築

・エリアマネジメント組織による地域交流拠点を
活用した健康相談、介護予防、多世代交流

【取組例】

市町村のコンパクト、スマート、レジリエントの３つの要素兼ね備えたまちづくりを県が支援

11
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探索フェーズ
・地域課題の洗い出し・共有
・プロジェクトを推進する地域や取組の検討 等

具体化フェーズ
・エントリーシートに基づいた事業の具体化の検討
・予算の財源や実施体制の検討 等

市
町
村

民
間
企
業

・
県
民
等

県

ワンストップ窓口
（随時、庁内各課所と調整）

エントリーシート
（案）

県への要望

提案
回答

地域まちづくり
計画（案）

県への要望

提案
回答

個別
相談

県ＨＰに公表

庁内調整 庁内調整

県
庁
内
で
共
有

※庁内推進会議は、知事を筆頭に全部局長で構成し、プロジェクトを総合的、効果的に推進するために設置している会議です。
当会議にエントリーシートを諮ることで、各市町村が取り組むプロジェクトに係る取組を共有し、県が主体となる事業においても生かしてくことを目的としています。

事業実施
フェーズ

埼玉版スーパー・シティプロジェクトの進め方フロー

県ＨＰに公表

企業等とのマッチング

個別
相談

庁
内
推
進
会
議※

エントリーシート
地域まちづくり

計画



13

さいたま市、熊谷市、秩父市、入間市、
和光市、久喜市、毛呂山町、小川町、
鳩山町、横瀬町、美里町

令和３年度エントリー団体

11
団体

所沢市、本庄市、春日部市、戸田市、
朝霞市、桶川市、北本市、蓮田市、
鶴ヶ島市、ふじみ野市、白岡市、
三芳町、小鹿野町、神川町、上里町、
寄居町、宮代町、杉戸町

令和４年度エントリー団体

18
団体

＋

 合計29団体（県内市町村の46%）がエントリー済み。
 未エントリー団体に対しては、県のワンストップ窓口(県エネルギー環境課)がエントリーに向けた

個別相談に対応し、伴走型支援を実施。

令和３年度エントリー団体
令和４年度エントリー団体

市町村のエントリー状況
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各団体の特徴的な取組

秩父市 秩父市移動支援プロジェクト～未来へ紡ぐ結いまち～

 物流網の維持向上による快適な社会の実現

⇒ 山間地域を対象とした共同配送や貨客混載、
ドローン等の技術を組み合わせ生活インフラ
の維持・向上を目指す

スマート

ドローンの飛行

久喜市 南栗橋8丁目周辺地区のまちづくり ～BRIDGE LIFE Platform構想～

 次世代モビリティの実証実験

⇒ AIやICTなどの先端技術を活用し、自動配送
ロボット等の実証実験を進めていき、将来的な
社会実装につなげていく 自動配送ロボット

スマート

さいたま市 スマートシティさいたまモデルの推進

 災害時もエネルギーが途絶えないまちの構築
⇒ 太陽光パネルと共用蓄電池・EVによる街区

全体でのエネルギーマネジメントを構築し、
災害時の電源確保を実現

レジリエント

スマートホーム・
コミュニティ街区

熊谷市 熊谷スマートシティ
 スポーツを核とした魅力向上によるまちなかの

活性化
⇒ 熊谷駅・熊谷スポーツ文化公園等の

市内移動の円滑化とともに、まちあるき
アプリ普及によるまちなかの回遊性向上

コンパクト

スマートシティ イメージ

和光市 和光市版スーパーシティ構想

 和光版MaaSによる最適な移動手段の提供

⇒ 拠点間を結ぶ自動運転サービスの導入や
和光版MaaSにより公共交通ネットワークを連結
させ各拠点を有機的に結び交通利便性を向上

スマート

自動運転イメージ

入間市 入間市版スーパーシティ構想

 EV活用再生可能エネルギーマネジメントの導入

⇒ 市役所にPPAによる太陽光発電を整備し、
民間事業者所有のEVを平日昼間は役所が利
用し、休日・祝日等は一般利用する形でシェア

レジリエント

EVカーシェア
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鳩山町 鳩山NT版コンパクトシティ＋ネットワークプラン 複合施設を核とした地域拠点の構築

 複合施設を核としたニュータウン再生

⇒ 町が複合施設の指定管理者と連携して
高齢化が進むニュータウンにおいて空き家の
活用等により賑わいを創出

横瀬町 「カラフルタウン」横瀬町における賑わいづくり中心地づくりプロジェクト

 町内遊休資産を活用した賑わい・中心地づくり

⇒ JA旧直売所跡地を利活用した、コミュニティ・
イベントスペース「エリア898」で地域の人たちの
アイデアによる魅力的な空間づくりを推進

美里町 美里 Super Town プロジェクト

 中心拠点における“美力”的な拠点構築

⇒ 買物や食事、医療、交流等の日常生活
に必要な都市機能の集約及び官民連携
による地域経済の活性化

毛呂山町 毛呂山町版スーパーシティ構想

 都市公園における地域交流活性化

⇒ 地域の大学と連携し、町内の都市公園等を
拠点とした地域の交流及び活性化により賑わい
を創出 都市公園の利活用

各団体の特徴的な取組
コンパクト コンパクト

コンパクト

コンパクト

エリア898

拠点イメージ

鳩山町コミュニティ・マルシェ

小川町 小川町版スーパー・シティプロジェクト～安心・安全な暮らしの実現～

 地域住宅団地の再生事業

⇒ 東小川住宅団地内の学校跡地へ
必要な都市機能を誘導し、域外企業や
地域住民が集う拠点を整備

コンパクト

小・中学校跡地の
活用イメージ
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本庄市 ３駅から始まる本庄版スーパー・シティプロジェクト

 訪れたくなるまちなかの形成

⇒ 歴史的・文化的資源等、まちなかに残る
様々な魅力を活用した、訪れたくなる、
ウォーカブルなまちづくりの推進

桶川市 桶川版スーパーシティ:コンパクト・プラス・ネットワーク

 道の駅「(仮称)おけがわ」の整備

⇒ 地域の魅力や情報を発信し、人々が
交流する新たな憩いの場、広域防災
拠点として整備

所沢市 ゼロカーボンスーパーシティ所沢・GXイニシアティブプロジェクト

 都市交通や移動におけるエコ・スマート化

⇒ 各拠点間の公共交通ネットワークの強化・
充実（EV、MaaS等）やEVシェアリング等
のエコモビリティの導入促進

朝霞市 朝霞市版スーパー・シティプロジェクト

 人と緑が活きるウォーカブルなまちづくり

⇒ 歩行者中心の道路空間の再整備、緑の
拠点であるシンボルロードや水辺空間を
活用した賑わいの創出 歩行者中心の

道路空間整備

春日部市 春日部市版スーパー・シティプロジェクト

 既成市街地の再生と新市街地の創出

⇒ 既成市街地の再開発及び駅周辺の新た
な宅地開発により、都市機能を集積し、
選ばれるまちづくりを推進

戸田市 みんな輝く未来共創のまち とだ スーパーシティ構想

 官民連携による医療MaaSの実証実験

⇒ オンライン診療システムと医療機器を搭載
した車両で患者宅を訪問し、病院の医師
とつなぐ医療MaaS実証実験を実施 医療MaaS車両

道の駅整備イメージ

スマート

レジリエント

スマート

コンパクト コンパクト

コンパクト

将来のイメージ

訪れたくなるまちなか
イメージ

新市街地整備イメージ

各団体の特徴的な取組
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鶴ヶ島市 歩いて行ける市民センターを拠点としたまちづくり

 図書館スマート化、市民センター機能充実
⇒ 市民センターを拠点としたまちづくり推進の

ため、併設の図書館分室のスマート化、
太陽光発電設備・蓄電池の導入等により、
拠点機能の充実を図る

蓮田市 中心市街地のウォーカブルまちづくり

 歩いて暮らせる中心市街地の構築

⇒ 再開発事業にあわせて整備した複合拠点
を核として、まちなか拠点間の回遊性の
向上を図るウォーカブルなまちづくりを推進

ふじみ野市 ふじみ野市版スーパーシティ構想

 文化施設整備に伴うコミュニティの醸成

⇒ 東西に文化施設を整備し、人と人との
つながりづくりの場を提供。太陽光発電
等を活用し、レジリエンスを向上

白岡市 新白岡スーパー・シティプロジェクト－新白岡2.0－

 住民主体型エリアマネジメントの導入

⇒ 住民等が主体となった、地域交流の促進や
公共空間の活用等によるまちづくりに取り組
むことで、地域の持続可能な発展を目指す

三芳町 三芳町版スーパー・シティ構想

 施設の複合化等による賑わい創出

⇒ 学校・公共施設の複合化による
地域交流拠点の整備、農業遺産
等を活用した賑わいの創出

北本市 北本市版スーパー・シティプロジェクト

 北本団地活性化プロジェクト

⇒ 市と民間事業者４社が連携して高齢化・
少子化が進む住宅団地を再生し、地域
の賑わいを創出 官民連携による

イベント開催

コンパクト コンパクト

コンパクト コンパクト

コンパクトスマート

文化施設整備イメージ

複合拠点
（プレックス蓮田） 住民向け勉強会の様子

図書館のスマート化
学校・公共施設の
複合化イメージ

各団体の特徴的な取組
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上里町 「ひと・もの・しごと・情報」が行き交うハーモニータウン上里

 賑わいある拠点形成とコンパクトなまちづくり

⇒ 駅周辺の中心拠点と上里サービスエリア
周辺の観光・交流拠点を整備するとともに、
空き家・空き地を活用して賑わいを創出

神川町 コンパクトな町でフレキシブルに暮らす

 スマート物流の導入

⇒ ドローン等を活用したスマート物流の導入
により、日用品等の配送、災害時の物資
輸送を実現し、安心・安全な暮らしを確保 ドローン輸送イメージ

小鹿野町 OGANOおもてなしまちづくりプロジェクト ～文化と自然が香る町小鹿野～

 再生可能エネルギーの活用

⇒ 木質バイオマスボイラーや小水力発電、
蓄電池の活用により、観光・交流施設
のエネルギー自給を目指す 木質バイオマスボイラー

による道の駅への熱供給

宮代町 宮代版スーパー・シティ構想

 スマート農業の導入検討

⇒ 「農」をテーマとする施設 『新しい村』
を中心として、スマート農業の実証事業
等を実施 「新しい村」

杉戸町 杉戸町版スーパーシティプロジェクト

 東武動物公園駅東口の賑わい創出

⇒ 東口通り線周辺のウォーカブルなまちづくり
に加え、小学校跡地に認可保育所や
公園、コミュニティセンター等を整備

コンパクトコンパクト

スマート スマート

レジリエント

駅周辺の整備イメージ 小学校跡地活用イメージ

各団体の特徴的な取組

寄居町 よりいスーパータウンプロジェクト

 中心市街地の魅力向上、にぎわい創出

⇒ 歩きたくなるまちを目指し、駅前拠点施設
「Yotteco」と広場を活用した中心市街地
の活性化・にぎわい創出 駅前拠点施設

コンパクト

ヨ ッ テ コ
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主な支援の内容

埼玉県知事記者会見

プロジェクト参加市町村ごとに県関係課で構成す
る事業化支援チームを編成し、プロジェクトの具
体化を支援

ワンストップ窓口(県エネルギー環境課) が一括して
市町村の相談に対応

【１】 市町村事業化支援チームによる支援

【４】企業とのマッチング支援
プロジェクトに基づくまちづくりについて、検討等を

支援する①事業化検討補助と、事業実施をソフ
ト・ハードの両面から支援する②事業推進補助に
より財政的に支援

【２】 プロジェクト推進補助金による財政支援

＜令和４年度活用例＞
・データ利活用調査（熊谷市）
・賑わい創出拠点整備のための調査事業（横瀬町）
・学校跡地再編関連事業（小川町）

応援企業等登録制度（令和５年11月末現在:142）
・市町村と連携・協働してまちづくりを推進する意思がある
企業・ 団体を登録し、県が市町村とのマッチングを実施

市町村と企業との交流会
・マッチングを促進する県主催の
交流会の開催

ガバメントピッチの開催【新規】
・市町村が地域課題をプレゼン、企業等から課題解決策を
提案するガバメントピッチを開催し、両者のマッチングを強化

市町村の状況に応じたオーダーメイド型支援

先行事例の研修会

先進事例の研修
会

【３】 まちづくりに関する技術支援

・ウォーカブルなまちづくりや市街地開発事業などの
都市整備手法に関する技術面での助言・提案を実施

・市町村の担当者向けに、まちづくり
に関する先行的な取組を視察する
研修会等を実施

（令和５年度予算 ３億７００万円【拡充】）

市町村と企業等の交流会
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官民連携による持続可能なまちづくりを推進し、日本一暮らしやすい埼玉へ

♦応援企業等が貢献できる取組・サービスについて、県がホームページで発信
♦まちづくりのニーズに応じて、県が市町村と応援企業等とをマッチング
♦市町村と企業等との交流会など県がイベントを開催

埼玉版スーパー・シティプロジェクト応援企業等登録制度

ガバメントピッチの開催

市町村が抱える課題について、企業等が課題解決策を提案するガバメントピッチを開催し、両者のマッチングを強化

市町村と企業等とのマッチング支援
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一般行政職の主な仕事内容

● ワンストップ窓口として市町村職員からの相談対応

● 市町村訪問や市町村説明会によるプロジェクトの説明

● 補助事業に係る相談・申請受付、書類審査などの交付事務

● 応援企業等の募集や市町村とのマッチング支援
（ガバメントピッチや交流会などのイベント開催等）

● 新規事業の企画立案、次年度予算要求事務

● 先進事例の視察やセミナーの受講などへの参加

● プロジェクトに関する庁内関係各課との打合せ開催
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ある日のスケジュール（説明者（主査））

時 間 内 容

７：４５ 登庁（育児のため時差出勤）
メール、スケジュールチェック

８：００ 会議準備（資料確認、問い合わせ対応）

９：３０ 庁内会議（Zoomでのホスト業務）

１０：３０ 会議議事録の作成（音声テキスト化の依頼、内容確認）

１２：００ 昼休み（自席で昼食後、読書）

１３：００ 県庁内関係課と打合せ（まちづくりの方向性について）

１５：００ 市町村と打合せ（まちづくりの方向性について）

１６：３０ 退庁（子供のお迎えにも間に合います！）
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ある日のスケジュール（説明者（主事））

時 間 内 容

８：３０ 勤務開始（テレワーク）
メール、スケジュールチェック

９：００ 市町村と企業との打合せに参加

１０：００ 説明資料の作成（応援企業等登録制度について）

１１：００ 担当市町村について情報収集

１２：００ 昼休み（自宅周辺で昼食）

１３：００ イベント参加のため都内に出張

～ イベント会場で企業の方々とディスカッション、情報収集

１７：１５ 勤務終了
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執務環境

打合せ風景 デスクの様子
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埼玉県マスコット「コバトン」「さいたまっち」


